
産科医等育成支援事業 

 

○目的 

 

  実際に分娩を取り扱う病院、診療所及び助産所（以下「分娩施設」という。）及び産科・

産婦人科医師が減少する現状に鑑み、臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を  

選択する医師に対し、研修手当等を支給することにより、将来の産科医療を担う医師の  

育成を図ることを目的とする。 

 

○事業内容 

 

  臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対し研修医手当等を 

支給すること。 

 

○補助対象 

 

  都道府県、市町村、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、厚生農業協同組合連

合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、全国社会保険協会連合会、医療法人、学校法人、

社会福祉法人、医療生協及びその他厚生労働大臣が認める者。 
 

 

 

 

 

     「独法」…独立行政法人国立病院機構等の独立行政法人、国立大学法人等 

     「公立」…地方公共団体、地方独立行政法人 

     「公的」…日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協働組合連合会、 

                 社会福祉法人北海道社会事業協会 

     

 

○対象施設 

 

以下の要件をすべて満たし、厚生労働大臣が適当と認めたもの。 

 （１）医師法第１６条の２第１項に規定する臨床研修（以下「臨床研修」という。）修了後、

産婦人科専門医の取得を目的として、指導医の下、研修カリキュラムに基づき研修を

受けている者（以下「産科専攻医」という。）を受け入れている医療機関（社団法人日

本産科婦人科学会が指定する卒後研修指導施設等）であること。 

 （２）就業規則、または雇用契約等において、産科専攻医の処遇改善を目的とした手当（研

修医手当等）の支給について明記している医療機関であること。 

 

○対象経費 

 

  臨床研修修了後、指導医の下、研修カリキュラムに基づき産科・産婦人科の研修を受け

ている者に対して、処遇改善を目的として支給される手当（研修医手当等）。 

 

○基準額 

 

  研修医１人１月当たり ５０，０００円 

 

○補助額 

 

  基準額と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と当該事業に係る総事業費から

寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に３分の１を乗じて得た額

の範囲内。 

独法 公立 公的 民間 

○ ○ ○ ○ 


		2023-06-21T14:35:00+0900
	d.yshhsh




